
①航空宇宙技術の災害への利用可能性に関する調査 
（国土地理院 地理調査部 環境地理課）  

 
１．目的および概要 

本課題の目的は、衛星データを災害調査に利用する際の利用可能性について、GIS（地理情報システム）と

の併用も含め、詳細に調査し明らかにすることである。平成 11 年度は GIS を併用せずに衛星データのみを利

用した場合の利用可能性を、平成 12 年度は衛星データと GIS を併用した場合の利用可能性を、実際の事例検

討をふまえながら、文献調査及び学識経験者へのヒアリングも実施しつつ検討・整理した。平成 13 年度は、

衛星データの利用可能性があると判断された項目における衛星データの利用について、GIS との併用も含めて

更に詳しく検討し、災害調査における衛星データの利用方策をまとめた。 

 

２．成果 

 成果は以下の通りである。 

（１）地震災害・火山災害・風水害・雪氷災害の 4 種類の災害について、実際の災害事例（兵庫県南部地震・

雲仙普賢岳噴火・那珂川余笹川洪水）もふまえながら、災害種類別に、自然事象・災害事象・行政対応が互

いに連鎖しあって構成される時系列連鎖フロー図を作成した。 
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図-１ 時系列連鎖フロー図（地震災害・自然事象の例、一部抜粋） 

 

その際、災害は繰り返し発生しその教訓は後に災害防止に役立てられるという災害ライフサイクルの考え

を導入し、災害の各段階を災害発生前・災害発生直前・災害発生直後・救助復旧時・復興時・復興後の 6 段

階に細分して、連鎖フロー図に災害ライフサイクルの各段階を当てはめた。その上で、各段階において災害

対策上整備されるべき情報を、必要とする主体（調査者・行動者・対策者）別に明らかにした。 

 12



 

（２）既存の衛星および将来期待される高機能化（高空間分解能化・高スペクトル分解能化・多頻度観測化・

SAR データの多様化）衛星の災害調査に対する利用可能性について、災害種類別、災害ライフサイクルの段階

別、その際必要とされる情報別に、GIS を併用した場合も含め、それぞれ検討・整理した。 

 

表-１ 想定される必要情報に対する衛星データの利用可能性および GIS の併用効果の事例 

（地震災害・発生前の例、一部抜粋） 

衛星データの利用可能性 
  

想定される必要情報 既存の衛

星 

高空間分

解能化 

高スペク

トル分解

能化 

多頻度観

測化

SAR デー

タの多様

化 

GIS 併用

効果
備考 

地形 △ ◎ △ ○ ○ ◎ 高解像度 RS のステレオと GIS の併用が有効 

崩壊箇所 △ ◎ － ◎ ○ ◎ 直後観測の RSと DEM の併用が有効 

二次崩壊危険度 △ ○ － ○ ○ ◎ 直後観測の RSと DEM の併用が有効 

斜面傾斜 △ ◎ － △ ○ ◎ DEM の地形解析で可能 

地表水の集水性 △ ◎ － － ○ △ 画像判読と DEM の地形解析の併用が有効 

土質 △ △ ○ ○ ○ △ GIS データベース化に期待 

災害発生履歴 － ◎ ○ ◎ ○ △ GIS データベース化に期待 

地下水位 △ △ ○ ○ ○ △ 浅層地下水は RS で推定も 

人工改変の有無 ◎ ◎ ○ ○ △ △ 多時期の RS データにより可能 

表層地質 △ △ ○ ○ ○ △ 現状より高精度の地質 DB整備に期待 

地被状況 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ RS で可能 

 

斜

面

崩

壊 

土地利用 ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ マクロには RS、都市部は GIS が有効 

地形 ◎ ◎ △ ○ ○ △ RS により抽出可能 

活断層分布 △ ○ △ ○ ◎ ◎ GIS との併用によりリニアメントの識別が可能

表層地質 △ △ ○ ○ ○ △ 現状より高精度の地質 DB整備に期待 

リアルタイム地殻

変動量 － ○ － ○ ◎ － 
InSAR の多頻度化に期待 

災害発生履歴 － ○ ○ ◎ ◎ △ GIS データベース化に期待 

断層の性状 － － － － － ◎ GIS データベース化に期待 

地

盤

の

変

位 

地層年代 － － － － － ◎ GIS データベース化に期待 

※上表において、例えば、斜面崩壊の地形の情報を得るには既存の衛星ではあまり利用研究事例はないが、今

後データが高空間分解能化されることによって利用価値が上がることが期待でき、また GIS との併用が極め

て有効であることが分かる。 
 

これによって、必要とされる情報に対し、衛星データの災害調査に対する利用が現在もしくは将来期待で

きる項目と期待できない項目が明らかになった。また GIS の併用により衛星データの利用可能性が大きく伸

びる項目も明らかになった。必要情報毎に求められる衛星データの仕様は異なっているが、災害種類別に大

まかにみると、地震災害には高空間分解能化・多頻度観測化が、火山災害には高スペクトル分解能化・SAR デ

ータの多様化が、風水害には多頻度観測化・SAR データの多様化が、雪氷災害には高空間分解能化・SAR デー

タの多様化がそれぞれ有効であることが分かった。 

 

（３）GIS アプリケーション・データベース等の現状や動向について調査を行い、災害調査において求められ

る GIS ソフトウェアの機能と地理データについて整理した。衛星データの処理を行うことができる GIS ソフ

トウェアが必要であり、ニーズに応じてカスタマイズできる拡張性や、災害後にデータを更新できるデータ

構築機能が求められていることが分かった。また、地理データの整備は近年進みつつあるものの未だ不十分

であり互換性にも難があるため、全国一律の地理データ整備とデータ形式の標準化の早急な実現が必要であ
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ることが明らかになった。 

 

（４）全国の主な自治体、公共公益施設管理者、研究機関等の防災担当者に対して、防災 GIS と衛星データ

の利用状況についてアンケートを行い、実際の利活用事例と現場利用者のニーズについて調査した。研究目

的で衛星データを利用する事例はあったが、事業目的で防災 GIS と衛星データを連携させて利用している事

例は現在では存在しなかった。各防災担当者において衛星データの有効性は認められてはいるものの、即時

性やコストの問題、衛星データを処理できる GIS ソフトが普及していないことなどから、現場レベルでは航

空写真やヘリコプターからの映像を単独で利用するにとどまっていることが明らかになった。また、衛星デ

ータを迅速に廉価で入手できること、衛星データを扱う技術の取得や技術者の育成、国や自治体間で連携し

たシステムの整備等が特に望まれていることが分かった。 

 

（５）衛星データの利用可能性が高いと評価された必要情報を対象に、衛星データの利用方法と必要情報の

作成手順を整理し、災害種類別、災害ライフサイクルの段階別に衛星データおよび地理データの具体的な利

用フロー図を作成して、衛星データの災害調査への利用方策をまとめた。 

 

震・風水害：発生前

《データの入手頻度》 《衛星データ（初期処理）》 《データ解析》 《取得情報》

５年に１回 高空間分解能画像・
ステレオペア

地形（地形分類）

５年に１回
ＳＡＲデータ 地盤高

５年に１回
高空間分解画像 湾形状、河川流路（変化）

５年に１回 高空間分解能・
高スペクトル分解能画像

災害発生履歴、土地利用（変化）

《地理データ》

随時 都市計画基本図、管内図

随時 防災関連施設

随時 人口

５年に１回 浸水予想箇所

※ 枠が拡張機

衛星データのステレオ判読

多時期の衛星データ比較判読

衛星データからＤＥＭ作成

多時期の衛星データ比較判読

氾濫シミュレーション
による浸水予想箇所設定支援 能

 

 

図-２ 衛星データと地理データの連携利用フロー図（風水害・発生前の例、一部抜粋

 

 

３．まとめ 

以上により、衛星データの災害調査に対する利用可能性が、災害種類別、災害ライフサイクル

その際必要とされる情報別に明らかになった。また利用可能性が高いと評価された必要情報に対

ータの利用方法と必要情報の作成手順が、具体的な利用フローとして表された。しかし、実利用

解決しなければならない課題を抱えている場合もある。解決策を含め、課題について以下に示す

 

＜ハードウェア＞ 

衛星データから災害調査に対して必要な情報を入手するには、多頻度の観測が必要不可欠であ

や Quickbird 等の高空間分解能衛星がデータ提供を開始し、詳細なデータが日々入手できる期待

いるが、現状の地球観測衛星の観測はせいぜい 1 日に 1 回、かつ午前 10 時頃に集中する傾向があ

度が少ないことが災害調査への実利用を困難にしている。現場からは迅速な衛星データの入手を

常に高く、ヘリコプター等では被災状況が把握しにくい夜間の観測を望む意見もある。したがっ
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分解能（1m 以下）かつ多波長帯域の観測を、あらゆる時間帯に安定して行う（昼間は 2 時間に 1 回、夜間も

SAR や熱赤外センサによって観測する）ことが望まれる。また現在、衛星データ受信機関とのデータの送受信

は容量が膨大なためオフラインでのやりとりが主であるが、データの入手を迅速に行うためには、オンライ

ンで大容量のデータをいつでも送受信できる通信体制を整備することが必要である。 

 

＜ソフトウェア＞ 

 衛星データを迅速に処理、解析することが必要であるが、現在は衛星データの処理機能を備えた GIS ソフ

トが普及していない。広域かつ面的に被害状況を把握できる衛星データを GIS で一元的に管理・解析できる

ような機能が拡張されれば、各地点において収集処理された被害状況と衛星データを重ねて表示・解析する

ことにより、互いの欠点を補い合って詳細かつ広域な情報を把握することができる。衛星データと地理デー

タを同時に処理、解析できるソフトの普及が望まれる。またデータの互換性に難がある場合も多いことから、

データ形式の標準化を早急に実現し、衛星データおよび地理データの互換性を確保することが望まれる。 

 

＜ヒューマンウェア＞ 

 現在は衛星データを処理、解析できる人材は一部の研究機関等に限られ、衛星データから災害調査に必要

な情報を取得する技術は一般に普及していない。現場からも人材の確保や技術の取得に関する要望が多く、

技術者の育成、ノウハウの蓄積、マニュアルの整備とそれを利用した訓練等を通じて衛星データの実利用体

制を整備することが課題となる。また現在は受信したデータの処理、解析に時間を要することが多く、災害

時に衛星データを迅速に処理、解析できる処理体制（人員確保、機器整備、関係機関との協力関係）を確立

する必要がある。 

 

＜その他＞ 

 衛星データを利用するための知識を普及させることや、衛星データを廉価で入手できることが望まれてい

る。 
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